
　別紙３


参加意思確認書


独立行政法人　国際協力機構
関西センター契約担当役
所長　木村　出　殿

提出者　　(所在地)
(貴社名)
(代表者役職氏名)

「課題別研修「持続性と強靭性確保のための防災（ラテンアメリカ）」に係る参加意思確認公募について」に係る応募要件を満たしており、業務への参加を希望しますので参加意思確認書を提出します。


記


１　組織概要

２　応募要件
（１）基本的要件：
令和07・08・09年度全省庁統一資格を有する場合、同資格審査結果通知書(写し)を添付してください。
同資格審査結果通知を有していない場合は次の書類を添付してください。
· 資格審査申請書　別紙４
· 登記事項証明書（写） （法務局発行の「履行事項全部証明書」、発行日から3ヶ月以内のもの）
· 財務諸表（直近1ヵ年分、法人名及び決算期間が記載されていること） 
· 納税証明書（写）（その3の3、発行日から3ヶ月以内のもの）
（２）その他の要件：
　特定の資格、認証等が指定されている場合には、当該資格、認証等の取得状況が分かる証明書を提出してください。

（3）個別要件：研修講師経験等、過去の実績等につき書面を提出下さい（様式任意）。

　
· その他組織概要等のわかるパンフレット等を添付してください。
以　上

資格審査申請書別紙４


20  年　　月　　日

独立行政法人　国際協力機構
関西センター契約担当役
所長　木村　出　殿

「課題別研修「持続性と強靭性確保のための防災（ラテンアメリカ）」に係る参加意思確認公募について」への参加資格に対する審査を申請いたします。なお、この申請書の全ての記載事項及び添付書類については、事実と相違ない事を誓約します。

１　申請者
	ふりがな
	

	会社名
	

	ふりがな
	

	代表者
役職名・氏名
	

（＊役職名が登記簿謄本と異なる場合、役職名が確認できる書類を添付）

	直近決算日
	西暦　　　年　　　月　　　日

	本社所在地
	〒

TEL：
FAX：




２　担当者連絡先（JICAからの連絡する場合に、窓口になっていただく方）
	担当者
連絡先
（本社所在地と同一の場合は記入不要）
	〒

TEL：
FAX：

	部署名
	

	ふりがな
	

	担当者
役職名・氏名
	

Email：




３　希望する資格の種類（*注：登記されている事業に限る）
	資格の種類
	注）希望する資格に○印をご記入ください。（複数選択可）

	物品の製造
	

	物品の販売
	

	役務の提供等　　　　（物品の製造、販売以外全て）
	



４　経営状況
　別紙に必要数値をご記入ください　

５　添付書類
	添　付　書　類
	確認欄
添付したものに○をつけてください。

	１
	登記事項証明書（写）
	

	２
	財務諸表（直近１ヵ年分、法人名、決算期間が記載されていること）
	

	３
	納税証明書その３の３（写）
	


注）公的機関が発行する書類（１．登記事項証明書、３．納税証明書）については、発行日から３ヶ月以内のものに限ります。

　　
	本申請書に記載された情報は、氏名を除き一般公開の対象となります。また、当機構において、個人情報に関する部分は、入札競争・プロポーザル選考・見積徴収等の実施に際し、企業選定と資格確認のためにのみ利用されます。




別　紙　経営状況　※下記金額は、千円未満を四捨五入すること。

１　営業実績
販売、製造等の営業実績（売上高）を直前２ヵ年分記入する。
	直前決算年度（千円）
	直前々決算年度（千円）
	平均実績額（千円）

	Ａ
	Ｂ
	1 （Ａ＋Ｂ）／２



２　自己資本額
直前決算時の金額を記入する。なお、欠損はマイナス表示とする。
	
	直前決算時（千円）
	剰余（欠損）金処分（千円）

	資本金
	
	

	準備金・積立金
	(注１)
	

	次期繰越利益（欠損）金
	
	(注２)

	小　計
	Ａ
	Ｂ

	合　計
	2 Ａ＋Ｂ（注３）


注１：（貸借対照表の純資産の部）-（資本金）-（繰越利益剰余金）＝（準備金、積立金、資本剰余金、自己株式、評価・換算差額、新株予約権 等の合計）
注２：繰越利益剰余金
注３：貸借対照表の純資産合計と一致

３　流動比率
直前決算時の金額を記入する。
	流動資産（千円）
	Ａ
	③（Ａ／Ｂ）×100（％）

	流動負債（千円）
	Ｂ
	



４　営業年数　登記事項証明書の会社設立の年月日からの満年数を記載
	　　　　　④　　　　　　　年




以　上






